
静岡県の地方分権の取組について説明します。



日本の地方分権は、21世紀の前後に大きく進みました。特に
左側の「第一次地方分権改革」が重要で、地方自治法をはじめ
として475本の法律を改正し、中央集権的な国から地方への制
約を大きく減らし、事務権限も移譲し、国の関与も少なくして
、地方がある程度自由に仕事ができるように、法制度を大きく
変えたのです。



この地方分権改革では、「市町村の自立」、「市町村と都道
府県は対等・協力の関係」との考えにより、市町村は「地域的
」な事務を、都道府県は「広域的」な事務を処理するとの役割
分担が、さらに明確化されました。



地方の「自立」、国と地方の「役割分担」、県と市町村の「
対等関係」は地方分権の重要な要素ですが、全国的に、県と市
町村がこれらを厳格に解釈していくうちに、県は市町への関与
を控えるようになり、市町も県には仕事の相談をしないなど、
両者に「距離感」、さらには両者の信頼関係が薄くなるという
問題が出てきました。



しかし、県と市町は、どちらも地方公共団体でありパートナ
ーです。静岡県の地域振興局は、この市町と県の「距離」を縮
めるため、昨年４月、市町の行政運営に関する相談を分野の区
別なくワンストップで受け付ける、「市町行財政総合相談窓口
」を設置しました。



また、寄せられた市町からの相談のうち、他の市町にも応用
できる事例については、県の回答や解説を市町向けの「ガイド
ブック」として取りまとめ、公表することで、知識や情報の共
有を図るようにしています。



さらに、市町からの相談事例の中で、多くの市町に共通し、
行政運営の効率化やレベルアップ等に役立つものについては、
市町と県で一緒に進める「行政経営研究会」のテーマとして取
り上げ、共同で課題の解決を図っています。



もう一つ、本県は、住民に身近な行政は、より住民に身近な
市町が担うことが望ましいとの考え方で、権限移譲推進計画に
よる計画的な事務権限の移譲を進めており 、移譲法律数は13
年連続で日本一となっております。静岡県はまさに、分権のト
ップランナーというわけです。



県の権限移譲計画では、ＰＤＣＡサイクルの活用による権限
移譲の推進に取り組んでいます。

移譲された事務を市町が進める上での課題などについて、市
町から意見を丁寧に聞き取り、課題解決のための県と市町の協
力体制を作ることで、地域住民サービスの向上と、市町の自立
性・自主性の強化を図っています。



県は、市町との連携なくして、地方行政において住民から求
められる役割を果たすことはできません。

静岡県は「市町行財政総合相談窓口」や「行政経営研究会」
などの取組を通じ、市町と県の信頼関係をより強め、お互いに
大いに連携していく必要があると考えています。市町と共同し
て課題を解決する地方分権。これが静岡県独自の地方分権の取
組です。
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